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１ 計画策定の趣旨 

 

国においては、 人口急減・超高齢化という大きな課題に対し、各地域がそれぞれの特

徴を活かした自律的で持続的な社会を創生することを目指し、まち・ひと・しごと創生本

部が司令塔となって、誰もが活躍でき、能力を発揮できる社会の実現に向け、政府一丸

となってその課題解決に取り組んでおります。 

こうした国の動向を踏まえ、当市においても、令和２年３月に「第２期三沢市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を策定し、引き続き人口減少対策に取り組んでいるほか、「三

沢市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を策定し、ワーク・

ライフ・バランスの実現に向けた環境づくりや女性職員のキャリア形成に取り組んでいる

ところです。 

また、平成３０年３月に策定した、第二次三沢市総合振興計画の基本理念である、「未

来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市」の実現のため、各種施策を着実に推進するとと

もに、健全な財政運営の維持に努めております。 

当市では、持続可能な財政運営と、将来にわたり安定した行政サービスを提供するた

めに、中長期的な視点での職員数の適正化を図ってきましたが、増加する行政需要や法

改正等に伴う業務量の増加、感染症及び災害対応等、これまでの職員体制では対応が

難しくなっていることから、職員ひとり一人が新たな課題や困難な課題に取り組める組

織体制の強化及びワーク・ライフ・バランスの実現を図るため、令和５年度から令和９年

度を計画期間とした新たな定員管理計画を策定するものであります。 
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２ これまでの職員数の推移 

 

 当市の職員数は、平成６年の７５７人をピークに、平成２６年度まで、職員数の削減を目

標に、職員定数の適正化に取り組んできました。 

 平成２７年度から２９年度までを計画期間とする定員管理計画では、安定した経営下の

もとで良質な医療を継続して提供するため病院職員数の適正化に取り組み、平成３０年

度から令和４年度までを計画期間とする定員管理計画では、新たな行政需要や著しい社

会経済状況の変化への対応をはじめ、公益的法人等への職員派遣を考慮するとともに、

働き方改革へ対応しうる組織とするため、病院以外の職員数を増員、引き続き病院職員

の増員に取り組んできました。 

 

しかしながら、この間に国・県からの権限移譲事務や法律改正等に伴う業務量の増加、

感染症等不測の事態への対応が漸増してきており、これらの業務を現状の職員数では

対応しきれないため、時間外勤務による対応のほか、会計年度任用職員を増員し対応し

ているのが現状であります。 

 

※ 参考『平成６年度から令和４年度までの職員数の推移』 

（各年４月１日、単位：年、人） 

   区分 

 

部門 

H6 H22 H27 H29 R04 R5.4.1予定 

職員数 

(A) 

職員数 

(B) 

職員数 

(C) 

職員数 

(D) 

職員数 

(E) 

比較 

(E)-(D) 

職員数 

(F) 

比較 

(F)-(E) 

普通会計 

（消防除く） 
412 3１４ 308 304 307 3 297 ▲10 

企業会計 

（病院除く） 

19 1７ 16 15 22 7 22 0 

特別会計 

（国保等） 
26 3８ 34 36 25 ▲１1 23 ▲2 

消防部門 109 110 110 110 108 ▲２ 106 ▲2 

小 計 ① 566 4７９ 468 465 462 ▲３ 449 ▲13 

病 院 191 2１５ 260 266 268 ２ 269 １ 

合 計 757 ６９４ 728 731 730 ▲１ 717 ▲１3 

     ※1特別職除く。（フルタイム再任用職員含む。）  
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３ 類似団体職員数の状況 

 

 ⑴ 類似団体とは 

類似団体とは、東京２３区と指定都市、中核市、施行時特例市を除く全国の市町村

を、「人口」と「産業構造」により 31 の類型に分類した結果、同じ類型に分類された団

体のことで、三沢市は北海道北斗市や岩手県宮古市、宮城県東松島市、熊本県人吉市

など「Ⅰ－3（52市）」に分類されています。 

 

 ⑵ 類似団体との比較（令和４年４月１日現在） 

当市の普通会計ベースにおける職員数は、人口１万人当たり１０6.86 人で、類似市

の平均職員数 90.31人より 16．55人多くなっています。（52市中 39位で類似団

体を上回っている。） 

   しかし、当市においては、消防本部を単独で有しており、類似市の中には広域或い

は一部事務組合で消防本部を組織している団体もあることから、その分の消防職員

を除くと人口１万人当たりの職員数は７8．98 人となり、類似団体の平均職員数より

11．33人下回っていることとなります。（52市中 14位（下位グループ）） 
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４ 定員管理計画の着実な推進のための取り組み 

 

⑴ 組織機構の見直し 

 引き続き事務事業を整理し、組織の統廃合・縮小等に努めるとともに、多様化する行

政ニーズに効率的、柔軟に対応する組織を構築します。 

 さらに、少子高齢化や総人口の減少、歳入の減少を始めとする社会状況の変化や市

民ニーズ、働き方改革に伴う個々の職員の業務見直しなどを課題とする基本的な組

織のあり方の検討を進めます。 

 

⑵ 事業の見直し 

 社会経済情勢の変化等を踏まえ、対応すべき行政需要の範囲、事業の内容及び手法

を行政評価や行政改革推進の観点から見直し、定員管理の適正化に取り組みます。 

 

⑶ 研修体制の充実と多様な人事交流による人材育成の推進 

 職員の視野の拡大、先進的な行政手法や専門知識の修得を図るため、自治大学校及

び市町村職員中央研修所等の研修専門機関、国・地方自治体等への派遣を実施し、職

員ひとり一人の意識改革や資質の向上を図り、人材の育成に努めます。 

 

⑷ 計画的な職員採用 

 ①段階的な定年延長により、定年退職者の発生が２年に１度になることから、行政サ

ービスを安定的に提供できる体制を確保するためにも、定年退職者分を２年間に

平準化して採用します。 

 

②職員の年齢構成のバランスを勘案するとともに、急速に変化する社会情勢及び、

多様化する行政ニーズに対応できる多様な人材を確保するため、計画的な職員採

用を行います。 

 

 ③技能労務職員については、原則退職不補充とし、会計年度任用職員や民間委託等

により対応します。 

  

⑸ 再任用職員の活用 

 豊富な知識、技術、経験等を最大限に活用できる配属先の見直しを行い、公務能率

の維持に努めます。 
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⑹ 会計年度任用職員の適正な管理 

必要とする人員や職務内容、勤務時間等を十分に精査し、会計年度任用職員数の

適正な管理に努めます。配置にあたっては、事務の種類、特性、専門性を十分に検討

します。 

 

  ⑺ 人事評価制度の活用と人財育成 

   最少の職員数で最大の効果を発揮すべく、三沢市人材育成基本方針に基づき自己

啓発、職場内外における研修、ＯＪＴ等を通して、職員個々の能力向上を目指すほか、

人事評価制度を活用し、職員が適切に職務に臨める組織風土を形成し、ひいては職員

の成長やモチベーションの向上に努めます。 

 

  ⑻ ワーク・ライフ・バランスの推進 

   時間外勤務の総時間が高い状態や育児休業の取得者が恒常的に推移している状況

を踏まえるとともに、「三沢市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行

動計画（～地域力×女性力＝無限大の未来～）」に掲げる目標値の達成を目指し、職員

として仕事上の責任を果たしながら、育児・家事などの家庭との両立ができる環境づ

くりを進めることにより、ワーク・ライフ・バランスの推進に努めます。 
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５ 定員管理計画の目標 

 

⑴ 数値目標の考え方 

   円滑な行政運営の確保及び職員の時間外勤務の縮減を図るため、現段階で考えら

れるあらゆる可能性を視野に入れ、施策・事業の取捨選択、業務の平準化、組織体制

や事務事業の簡素化・効率化を図りつつ、限られた行政資源を有効に活用し、市民サ

ービスの維持・向上に努めます。 

   なお、当計画の期間は第二次三沢市総合振興計画後期基本計画の終了年度までと

します。 

 

⑵ 定員管理計画の期間 

  令和５年４月２日～令和１０年４月１日 

 

  ⑶ 本計画における数値目標 

① 病院以外 

DX・GX といった新たな行政課題や子ども家庭庁創設に伴う子育て支援策の拡

充のほか、著しい社会経済情勢の変化への対応をはじめ、職員の人材育成を基本と

する公益的法人等への職員派遣並びに職員の育児休業等取得促進に努め、働き方

改革へ柔軟に対応しうる組織の強化を図るため、病院以外の職員数を増員します。

但し、持続可能な財政運営を最大限考慮します。 

 

② 病院 

安定した経営下の中で良質な医療を継続して提供することが求められることから、

引き続き、医師をはじめとする医療スタッフ確保に取り組みます。 

 

 

（各年４月１日現在職員数：人） 

区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

病院以外 ４８６ ４８６ ４８６ ４８６ ４８６ 

病院 ２９０ ２９０ ２９０ ２９０ ２９０ 

職員数計 ７７６ ７７６ ７７６ ７７６ ７７６ 

 


